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金制度の効果を測定した. 分析の結果, 補助金制度によって, 太陽光発電の普及は 1997年から
2005年までの間に 2倍以上促されたことが分かった. この普及の後押し効果は, CO2 削減効果
では 419万トンに相当する. 補助金制度の社会余剰は, 温室効果ガス削減量の貨幣価値に依存し,
国内の排出枠自主取引価格を用いた場合には負 (-151億円)となるが, CO2削減の対策費用で評
価した場合には正（最低でも 84億円）となることがわかった. 分析から, 温暖化ガスの排出量
削減をどの程度の価値と国民が判断するかが, 国が住宅用太陽光発電システムの普及を公的補助
金制度によって後押しすべきか否かの重要な決め手となることが明らかとなった.
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きた. 特に太陽光発電の普及促進に伴う公的補助金については, 1994年に制度化された当時は, 太
陽光発電の累積導入量や生産量でわが国は世界をリードする状況にあったが, この公的補助金制度




よってどれだけ促進されたか, また CO2削減効果を加味したとき, この補助金制度は社会余剰の観
点から見て正当化されるか等について事後的な評価は今日までなされていない状況にあるものと見
受けられる.1
本論文は, 1997年から 2005年までに国の実施した補助金制度が, 住宅用太陽光発電の普及に及ぼ
した影響とその補助金制度の費用対効果について, 定量的に評価することを目的とする. そもそも
この論文で対象とする補助金の影響を推定するにあたり, 住宅用太陽光発電の普及に対する補助金
が付与された状況 (つまり 2005年までのわが国の状況)と, その普及に対して「補助金が付与され
なかった状況」とを比べる誘導型推計 (reduced-form estimation method)を用いることは適当では
ない. なぜならばわが国において 1997年から 2005年までの間に「補助金が付与されなかった状況」








1太陽光発電への補助金制度がどれだけの CO2 削減効果を持つのかという分析には中野 (2006)がある. この研究で
は太陽光発電の需要モデルをユーザーコストによって推定し, 補助金制度によるユーザーコストの変化が需要に与える影







だけ促進されたことが明らかにされた. つまり, 補助金制度によって, 補助金がなかった仮想的な状











る. 本稿での分析に使うデータに関しては 4章で説明する. 5章では, 構造モデルの推定結果と補助
金制度の経済的影響についてのシミュレーション結果を述べる. これらの結果を用いて, 続く 6章













1999年のニューサンシャイン計画が終了したことを受けて, 現在では 4, 5年単位の短期研究プロ
ジェクトを更新する形で公的支援による研究開発が継続されている. これら研究開発プログラムは,




本の電池生産の成長に大きく貢献している. 図 1にあるように, 1994年には 16.4MWであった日本






て直接的に行う助成事業と, 電気事業者に新エネルギー (風力, 太陽光, 地熱, バイオマス等を利用し
た再生可能エネルギー)による一定量以上の発電を義務付けた特別措置法 (RPS法)の設置を通じた
間接的な政策がある.2 これら国による需要促進プログラムの後押しもあり, 太陽光発電の国内導入
量は 1998年の 100MWから 2007年には 1.9GWへと大きく伸びている.
国内に導入された太陽光発電のうち現時点で 9割程度を占めているのが住宅用太陽光発電システ










NEFとよぶ)を通じた補助金制度がある. この制度では 1994年から 2005年の間に総額 1340億円の
補助金が給付され, 同制度を利用した導入件数は 25万 4千件, 累積導入量は 932MWに上っている.
この補助金制度を用いて設置された住宅用太陽光発電の導入量は, 太陽電池の国内出荷量の 80%以
上を占めた.
図 3にはこれまでの補助金の交付額の推移を示した. 1994年度に導入容量 1kW当たり 90万円で
あった交付額は, 導入件数の増加ともに毎年減額され, 事業最終年度の 2005年度には 2万円となっ
た.4 なお 2005年度に一旦打ち切られた補助金制度であるが, 2008年度から 1kWあたり 7万円の助
成額にて再開されている. この論文では, データが利用可能な 1997年から 2007年までの期間に注
目して, NEFの補助金を受けた住宅用太陽光発電システムの普及について分析を行う.
住宅用太陽光発電システムの普及とともに, 導入にかかる費用は図 4にあるように大きく低下し
ている. 太陽光発電システムの導入量とシステム価格 (なお, この価格には補助金による控除額を含




藤・田村 (2001)). しかしながら, 近年の世界的な太陽光発電需要の逼迫を背景にシリコン原料価格





が自主的に買取を行っている. NEFによると, 住宅用太陽光発電による発電量のおよそ 51～59%が余剰電力としての売
電されている.
41994年度から 1998年度にかけての交付額は, NEFの定義式にシステム価格を代入して算出される金額と, これと
は別に設定された基準額のうち低い金額が適用される. 計算式に全国平均でのシステム価格を代入したところ, 基準額の
ほうが低い金額であったため, 図 2はこの基準額をもとに作成してある.













ることが望まれる. また太陽電池モジュールの発電容量 (生産量)と, それを使って製造される太陽









本論文ではGenensove and Mullin (1998)の方法にならい, 線形モデル, 二次関数モデル, 両対数
線形モデルの 3つの関数形にて太陽光発電システムの需要関数を推定する. 以下では, 最終的に分
析で採用することなった両対数線形モデルの表記にもとづいて需要モデルを説明する.
j県の t期における住宅向け太陽光発電システムの需要関数が両対数線形モデルで与えられてい










¯kxkjt + »j + ²jt (1)
ここで qsysjt はシステム導入量 (kW), p
sys
t はシステム価格 (円/kW), Gtは補助金額 (円/kW), xkjtは
j県の需要に影響を与える要因 k, »j は j県の固定効果, そして ²jtは残差である. psyst ¡Gtは太陽
光発電システムの導入コストである. このとき太陽光発電システムの国内需要量Qsyst は以下で表さ
れる.
log(Qsyst ) = ® log(p
sys
t ¡Gt) +Wt: (2)
但し, Wt ´ logPj exp(Pk ¯kxkjt + »j + ²jt)である. また太陽光発電システムの価格 psyst は太陽光
発電モジュール価格 ptに周辺機器価格および施工費用 pothert を足したものとして表される.









+Gt ¡ pothert : (4)
また, 太陽電池の国内市場を F 社による寡占市場と仮定し, 企業 iの生産量を qitで表すと限界収入
mr(qit)は (4)を用いて以下となる.
mr(qit) = @[pt(Qt)qit]=@qit = qit@pt(Qt)=@Qt + pt(Qt)















上すると考えられる. ここでは, Ohashi (2005)などの手法に従って, 企業 iの限界費用を以下の
Cobb-Douglas型関数として与える.





µ4 ; i = 1; : : : ; F (6)
ここで kitと litは各企業の生産キャパシティと生産習熟度を表す. なお, 生産習熟度とは学習効果
ともよび, 生産経験を積むほどに将来生産するコストが低減する状況を表した概念である. ここで
は, Ohashi(2005)などの扱いに基づき, 累積生産量を用いて生産習熟度の代理変数としている. 原
材料価格 ztと技術進歩を表すトレンド項 tは全社共通の要因として捉える. そして µ1; µ2; µ3; µ4は




分析に用いるデータは 1997年から 2007年までのパネルデータである.7 太陽光発電システムの都
道府県別導入量はNEF公表のものを利用する. このデータは補助金制度を利用して導入されたシス
テム設備容量 (kW)であり, 実際にこの期間に住宅に導入されたすべての太陽光発電の容量とは一致
しない. しかしながらNEFの導入量が, 太陽電池の国内住宅向け出荷量に占める割合は 2002-2007
年度の平均で 91.6% と非常に高い.8 また補助金制度の効果を測定するという観点からは, 当該制度
を利用せずに導入されたものについては分析対象から除外してもさほど影響はないものと考えられ
る. 価格データは太陽電池モジュール, 周辺機器, および施工費用のそれぞれについて, NEF公表の
1kWあたりの全国平均価格を用いる. 但し, 価格データは消費者物価指数 (CPI)を用いて 1997年
にて実質化されている.
需要関数 (1)の推定に関して, 式に含まれる価格および数量は市場での均衡によって決まる内生
変数であると考えられる. 需要パラメータ ®の不偏推定量を得るためには, 太陽光発電システムの
供給には影響を与えるが, 需要には影響を与えない変数を操作変数として推定に用い, 残差項に含ま
れる観測されない需要ショックの影響をコントロールする必要がある. 需要関数の識別に用いる操
71994年度から 1996年度までの 3年間は補助金制度のモニタリング期間であり, 太陽光発電システムの価格データが








マクロ変数として, 世帯数, 1世帯当たりの月収 (万円), 1世帯当たりの年間消費電力量 (kWh), 年
間日照時間 (h)を用いる. 世帯数データは総務省の住民基本台帳, 日照時間は気象庁の気象統計情
報, 消費電力量は日本電気協会発行の電気事業便覧の値を用いている. また所得データは総務省の
家計調査年報に掲載される県庁所在地における平均実収入である.








度までの累積生産量を用いる. なお, 1996年以前は, 企業レベルでの生産量のデータが利用可能で
ないために, 累積生産量を 1997年より計算した. 表 1に分析で用いるデータの要約統計量を示す.
5 推定結果
5.1 需要関数の推定
本論文では以下 3つの関数形にて需要関数を推定した. 推定結果は表 2である.








両対数線形モデル log(qjt) = ® log(psyst ¡Gt) +
X
k
¯k log(xkjt) + ²jt:





それぞれの関数形について,モデル 1-3がOLSによる推定結果,モデル 4-6が操作変数を用いた 2SLS
による推定結果である.12 推定したモデルのいずれにおいても導入コストの係数は統計的に有意と
なり, また 1次の微係数は負であることから導入コストが下がるほど太陽光発電への需要は増すこ
とになる. また需要の導入コストに対する平均弾力性は OLS推定において線型モデルで 7.4, 二次
関数モデルで 16.0, 両対数線形モデルで 4.3とかなり高い. また 2SLS推定の場合には, さらに弾力













過剰に推定する可能性がある. 以上の点を踏まえて, 以降では両対数線形モデル (モデル 6)を採用
する.
5.2 費用関数の推定
太陽電池産業は少数メーカーが競合する寡占市場であるが, 推定された需要関数 (モデル 6)では需
要の導入コストに関する弾力性は 6.9であることから, 市場支配力は比較的弱いことが想定される.
表 3に, 費用関数 (6)の推定結果を示す. ここでモデル 1はOLSによる推定結果であるが, Durbin
12操作変数の候補としてはシリコン価格以外に太陽電池の海外需要量が考えられる. 実際, 国内生産に占める輸出量の
割合は 1997年に 23% であったのが, 2007年には 77% まで伸びており海外需要が逼迫した場合に国内出荷に影響を与




Watson検定が 5% 水準で有意となり残差項に正の自己相関が存在した. また企業間の残差項に分
散不均一があるかどうかを Breusch and Pagan検定したが, 帰無仮説は棄却されず分散不均一は見





熟効果を表す累積生産量の係数は, モデル 3のみで有意となった. そして, その係数-0.014は累積生
産量が 2倍になると限界費用は 0.1% 程度下がることを意味する. この習熟効果を通じて補助金制
度が産業の生産性に間接的に与えた影響, すなわち補助金制度のもとでの累積生産量の増加がもた






mr(qit;®) = mc(kit; lit; zt; t; µ); i = 1; : : : ; F (7)
をGt = 0のもとで数値的に解いて求められる. ここでmcは累積生産量の関数であるので, 補助金
制度がない場合には生産量の減少を通じて限界費用が上がることに注意する. また均衡点の計算を
単純にするため, 太陽光発電システムの周辺機器価格と施工費用 pothert は外生的に与えられるもの
とし, 補助金制度の有無で変わらないと仮定する.
図 5に, 数値計算で得られた補助金制度がない場合の太陽光発電の導入量と太陽電池価格を示す.
この結果, 補助金制度は 1997年から 2005年の間の太陽光発電システムの導入量を約 540MW増加
させた結果, システム導入量は補助金がない場合と比較して 2倍程度促進されたことが分かる. 一










一方, 生産者余剰は, 価格と限界費用の差に生産量をかけたものをメーカー iごとに足し合わすこと










た. その結果, 補助金は 1997-2005年の消費者余剰を年平均で 63億円, 生産者余剰については 29億
円それぞれ増加させる効果があったと推定される. この消費者余剰および生産者余剰は, 補助金制
度によってそれぞれ 4倍, 6倍の増加が見られたことを意味する. なお図 6に補助金による消費者余
剰および生産者余剰の増分を示す.
式 (8)を太陽光発電を導入した世帯数 ntで割って得られる 1世帯あたりの消費者余剰は, 消費者
が太陽光発電に支払っても良いと考えた最大支払い額 (willingness-to-pay, WTPt)と実際に支払っ
た導入コスト (psyst ¡Gt)の差額を表す (CSt=nt = WTPt ¡ psyst +Gt). 一方, 太陽光発電を導入す
るインセンティブが, 将来の発電による経済価値 (節電及び売電価値, EVt)と CO2削減効果による
環境負荷の軽減 (ENVt)であると仮定すると (WTPt = EVt + ENVt), 消費者余剰から導入コスト
と発電の経済価値を差し引いたものが, 消費者がCO2削減効果に対して支払っている額と考えるこ
とができる. すなわち, ENVt = CSt=nt + psyst ¡Gt ¡EVtとなる. 太陽光発電を導入した世帯がそ






次に太陽光発電の普及がどれだけの CO2 削減効果を持っているのかを推計する. 表 4に太陽光
発電のライフサイクルにおける CO2 排出源単位を示す.14 この値によれば太陽光発電は一般的な
発電方法と比較して発電量 1kWhにつき 387gの CO2 排出量を減らせると考えられる. 表 5では
1997-2005年に導入された住宅用太陽光発電システムが 20年間利用される場合の CO2削減効果を
算出している. この結果, これら太陽光発電の普及によって 821万トンのCO2削減効果があると考








被害をもたらす. 更に洪水, 干ばつ, ハリケーンといった異常気象による被害は特に深刻なダメー
ジを地域経済に与える可能性がある. こうした温暖化がもたらす広範囲にわたる被害の損失額を集
計して, CO2の限界損害費用を算出するのが第一の方法である. この方法は, 想定するシナリオや,
その被害額の見積によって大きく左右されてしまう欠点がある. Tol(2005)では, CO2の社会的費
用を推計した 103の事例研究を調査し, それらから CO2 の限界被害金額の従う経験分布を推定し
た. この研究によると, CO2の限界被害額の平均値は 3044円/t-CO2 (93USD/t-C), 中央値は 458
円/t-CO2(14USD/t-C), そして 95% 点は 11455円/t-CO2 (350USD/t-C)であった.15
第二の方法は, CO2削減にかかる対策費用にもとづいて算出する方法である. この方法では, あら
かじめ定めた削減目標値を実現するために, どのような技術や対策が必要かを多面的に調査し, それ
らの実施するのにかかる費用を推計する. 環境省の実施した「低炭素社会への実現に向けた脱温暖
化 2050プロジェクト」では, 2050年のCO2排出量を 1990年比で 70% 減らすことを目標とし, これ
14NEDO報告書『太陽光発電のライフサイクル評価に関する調査研究』では太陽光発電の耐用年数を 20年としてラ




報告によると, 想定する将来のシナリオによって算出額に幅はあるものの, 年間約 7兆円から 9兆 9





内では, 2005年度に導入された欧州排出量取引制度 (EU-ETS)によって, 事業者にCO2の削減義務
が課され, 同時に事業者間でのCO2排出枠の取引が拡大することとなった. この結果, 2005年から
2007年までの 3年間で 35億トン, 金額にして 824億USドルに上るCO2排出枠取引が行われた.16
この取引額にもとづいた CO2の平均貨幣価値は 2714円/t-CO2と算出される. 一方, 国内では, 現
状では企業に CO2の排出量削減を義務づける法的枠組みはないものの, 2005年から自主参加によ
る事業者間の排出権取引が環境省の主導によって実施されている. 環境省の報告によると, 2005～
2007年度に 31社がこの自主取引に参加し, 8.2万トンの CO2 排出枠が取引され, 平均取引価格は
1212円/t-CO2であった. こうした取引価格による CO2の貨幣価値は, 現時点では排出規制が弱い
ことや市場そのものが未成熟であることが一因となって, 全般的に低い金額となる傾向がある.
表 7では, CO2 の貨幣価値として, 上記 3つの方法にもとづく 6つの金額|(a) Tol (2005)にお
ける中央値 458円/t-CO2, (b) 自主参加型取引の平均価格 1212円/t-CO2, (c) Tol(2005)における
平均値 3044円/t-CO2, (d) 2050日本低炭素社会シナリオにおける下限値 6818円/t-CO2, (e)2050
日本低炭素社会シナリオにおける上限値 10882円/t-CO2, (f) Tol (2005)における 95% 値 11455
円/t-CO2|を用いて, 6.1節で推定した太陽光発電の CO2削減効果の経済価値を求めた. ここで s










但し, ±は将来の割引率である. 表 6においては, ±について 0から 5%まで 1%の幅で区切って計算
した割引現在価値を記した. 割引率は, 利子率に加えて太陽光発電システムが使用中に壊れることを
想定したときのリスクプレミアムも含んだ値となっていることに注意が必要である. 将来の割引を
考慮しないケースを取り上げて表 6の数字を紹介すると, 補助金制度による CO2削減効果は, CO2
16\State and Trends of the Carbon Market" (The World Bank, 2006-2008)による.
14
の価値を最低額の 458円/t-CO2で評価した場合で 19.2億円, 最高額の 11455円/t-CO2で評価した
場合には 479.6億円になると推計された.
6.2 補助金制度の社会的便益
表 6では上記の外部性を考慮して, 補助金制度の費用対効果を評価した. ここで s期の補助金支出




¢CSs +¢PSs +¢V co2s ¡ SUBs
(1 + ±)s¡1997
: (11)





t¡1である. 補助金制度によって死加重は増加するが, 式 (11)の社
会余剰の計算では補助金支出を差し引いたことで, この損失分が織り込み済みとなっている.
表 7の結果において, 将来便益の割引をしなければ, 現状の国内市場取引額 1212円/t-CO2では
補助金制度の社会的便益の変化は負 (-151億円)となる. この場合, 外部効果以上に補助金が支出さ
れたことを意味し補助金給付は過剰であったと考えられる. 一方, 2050日本低炭素社会シナリオで
の対策費用 6818～10882円/t-CO2で CO2削減効果を評価した場合には, 補助金制度による社会的
便益の変化は正 (84～254億円)となる. この場合は, むしろ補助金制度は効率性の高い投資であっ





用して分析した. 更に, この推定結果を利用して CO2削減効果の外部性を評価し, 社会余剰の観点
から補助金制度の費用対効果を分析した. その結果, 1997から 2005年にかけて支出された国の補
助金は, 国内の太陽光発電導入量をおおよそ 2倍増加させる効果を持っていると推定された. これ
は排出量にして 419万トンの CO2削減効果を生み出したこと相当する. また CO2削減効果の経済
価値は, 換算に用いるCO2価格に大きく依存することが分かった. 国内排出枠取引での取引価格を
用いた場合, 仮に将来価値の割引を考えなければ補助金による CO2削減効果の押し上げは 50.7億
円の価値を持つと推計される. この場合, 外部効果を含めた補助金による社会余剰の変化は負 (-151
15
億円)となる. 一方, CO2の削減目標達成にかかる対策費用で評価した場合, 補助金による CO2削
減効果は 286～456億円の経済価値を持つと考えられる. この場合, 補助金制度による社会余剰の変
化は正 (84～254億円)となり, 同制度は社会的便益の観点からは正当化されうることが分かった.







か 0.3%程度であった海外製品であるが, 2008年以降急速にそのシェアを伸ばしている. 安価な海外
製品と国産メーカーの製品の代替関係については, 今後の太陽光発電産業の発展を巡る産業政策の
観点からも興味深い研究課題と言える. また, 今回利用することができたデータは都道府県レベル
のものであったが, より細かい地域別 (例えば豪雪地帯や中山間地域などの別)および居住種別 (賃
貸か持家かなど)のデータによる分析も望まれる所である.
また本論文では取り上げていない経済学的な視点の一つに, 補助金制度が民間企業の技術進歩に







11月には太陽光発電の余剰電力を従来の 2倍となる固定価格 48円/kWhで 10年間が買取る新たな
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平均値 最小値 最大値 標準偏差
住宅向け出荷量a
1社当たり (kW) 19366.0 3247.7 37391.7 11688.0
成長率 (%) 27.2 -20.8 105.0 36.2
生産キャパシティb
1社当たり (kW) 57721.8 5833.3 132414.3 50535.8
成長率 (%) 38.1 -0.7 65.3 21.2
太陽電池価格 (万円/kW) 50.9 42.8 67.4 9.2
企業数 6.6 6.0 7.0 0.5




平均値 最小値 最大値 標準偏差
世帯数 1034498 201174 6060432 1075242
1世帯あたりの所得(万円/月) 56.1 35.5 80.9 6.8
1世帯あたりの消費電力量(100万kWh) 5.66E-03 4.02E-03 9.32E-03 6.93E-04
年間日照時間(h) 1888.6 668.4 2401.9 230.3
表 2  需要関数の推定結果 
 
(1) Linear (2) Quadratic (3) Log-Log (5) Linear (6) Quadratic (7) Log-Log
導入コスト -69.503 *** 2675.000 *** -4.938 *** -131.100 *** 8687.400 *** -6.902 ***
(14.473) (731.150) (0.288) (22.183) (2290.500) (0.426)
導入コスト2 - -19.196 *** - - -61.784 *** -
- (5.113) - - (16.081) -
世帯数 2.126E-02 *** 2.003E-02 *** 17.616 *** 2.107E-02 *** 1.703E-02 *** 17.052 ***
(9.744E-04) (1.016E-03) (0.662) (9.946E-04) (1.503E-03) (0.699)
1世帯あたりの所得 -53.000 ** -44.459 * -0.669 * -33.962 -1.876 -0.298
(18.356) (18.245) (0.292) (19.398) (22.842) (0.312)
1世帯あたりの年間消費電力量 1.053E+06 *** 7.459E+05 *** 2.037 *** 1.119E+06 *** 1.478E+05 2.354 ***
(2.077E+005) (2.206E+005) (0.431) (2.125E+005) (3.353E+005) (0.454)
年間日照時間 -0.262 -0.886 -0.159 -0.484 -2.544 *** -0.316
(0.484) (0.505) (0.229) (0.497) (0.766) (0.242) 
都道府県の固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
R2 0.774 0.780 0.904 0.765 0.734 0.894
F-stat 30.549 *** 31.082 *** 84.196 *** 29.068 *** 24.131 *** 75.711 ***
需要の弾力性b 7.362 16.023 4.938 13.886 43.344 6.902
線型モデル(Linear)および2次モデル(Quadratic)の変数はすべて実測値, 両対数線形モデル(Log-Log)の変数はすべて対数値












キャパシティ 0.005 0.005 0.006 **
(0.010) (0.009) (0.002)
習熟効果 -0.011 -0.011 -0.014 **
(0.010) (0.009) (0.005)
多結晶シリコン価格 0.189 *** 0.188 *** 0.190 ***
(0.020) (0.019) (0.016)
トレンド -0.276 *** -0.276 *** -0.270 ***
(0.022) (0.020) (0.010)
企業固定効果
三洋電機 4.083 4.086 4.086
カネカ 4.092 4.096 4.094
京セラ 4.064 4.067 4.069
三菱電機 4.079 4.082 4.081
シャープ 4.024 4.028 4.030
エア・ウォーター 4.105 4.108 4.108
キャノン 4.108 4.111 4.113
松下電工 4.097 4.100 4.098
三菱重工業 4.094 4.098 4.092
残差の自己相関a No Yes Yes
残差の分散不均一b No No Yes
Durbin Watson 統計量 1.261 ** 1.261 ** -
BP 統計量c 4.950 - -
ρ - 0.110 0.110
F 統計量 451.300 *** - -
Wald χ2 統計量 - 1.88E+06 *** 5.50E+08 ***
各変数の値は対数値
括弧の中の数値は標準誤差
推定モデル : log(mcit) = f(xit) + ui + vit
a: 残差項にAR(1)の自己相関を仮定 : vit = ρ vit-1 + εit
b: 残差項に不均一分散を仮定 var(vit)=σi
2
c: Breusch and Pagan ラグランジュ乗数検定 H0: var(vi) = 0

















表 5 補助金（1997-2005 年度）による太陽光発電の普及と CO2 削減効果 
 
 
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 計
観測データ
導入量 (kW) 19486 24123 57691 74382 90997 141436 173688 200154 261742 1043699
総発生電力量 (MWh)a 369330 450775 994476 1150852 1423279 2162666 2375741 2812144 3319736 15059000
CO2削減効果 (トン)
b 142934 183636 427636 523990 688529 1115965 1313480 1674351 2141285 8211805
補助金の効果
導入量増分 (kW) 17999 22255 54424 62406 63211 91753 106717 74962 49639 543366
CO2削減効果の増分 (トン) 132025 169419 403417 439623 478290 723954 807025 627081 406090 4186924













表 6  補助金（1997-2005 年度）の費用対効果 
 
 
0 1 2 3 4 5
① 補助金支出 1035.0 995.9 959.1 924.3 891.6 860.7
② 消費者余剰の増分 569.8 544.1 520.1 497.6 476.4 456.6
③ 生産者余剰の増分 263.2 250.9 239.4 228.6 218.5 209.0
④ CO2削減効果の増分
CO2の貨幣価値 (円/t-CO2)
(a)    458 19.2 16.7 14.5 12.8 11.2 10.0
(b)  1212 50.7 44.1 38.5 33.8 29.8 26.3
(c)  3044 127.4 110.7 96.6 84.8 74.7 66.2
(d)  6818 285.5 247.9 216.4 189.9 167.4 148.2
(e) 10882 455.6 395.7 345.5 303.1 267.1 236.6
(f) 11455 479.6 416.6 363.7 319.0 281.2 249.0
補助金による社会余剰の増分
(②+③+④-①) (a)    458 -182.8 -184.2 -185.1 -185.3 -185.5 -185.1
(b)  1212 -151.3 -156.8 -161.1 -164.3 -166.9 -168.8
(c)  3044 -74.6 -90.2 -103.0 -113.3 -122.0 -128.9
(d)  6818 83.5 47.0 16.8 -8.2 -29.3 -46.9
(e) 10882 253.6 194.8 145.9 105.0 70.4 41.5
(f) 11455 277.6 215.7 164.1 120.9 84.5 53.9
単位: 億円
1ドル = 120円 (1997年における基準外国為替, 日本銀行)
(a) Tol (2005)における中央値 ($14/t-C)
(b) 2005-2007の自主参加型CO2排出権取引の平均価格
(c) Tol (2005)における平均値 ($93/t-C)
(d) 「2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における下限値
(e) 「2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における上限値
(f) Tol (2005)における95%値 ($350/t-C)
割引率 (%)
 
 
 
 
 
